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―重症の慢性疾患児の在宅での療養・療育環境の充実に関する研究―（7）  

高度な医療的ケアを必要とする乳幼児と家族のための在宅移行支援策 

『国立成育医療研究センタ－中間ケア病床における 

在宅医療移行の現状と問題点の検討』 
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研究要旨 

超重症児などの、多くの医療機器や、看護、介護を必要とする小児在宅医療移行の問題を、

患者家族が生活をする場所の点からの見た際には、急性期からの治療を中心とした場所であ

る病院や施設内と、生活を中心とした家庭と地域についての 2つの大きな場所における在宅

支援を考える必要がある。病院においては、入院患者の重症化、病態の複雑化による、長期

入院の原因の一つとして、NICUや ICU、一般病棟、家庭との治療、看護、介護の落差を、 

医療者も、患者家族も受け入れることが困難な点がある。この問題を解決する一つの方法と

して、中間ケアー病床の開設と運用が開始されているが、その在宅医療への移行についての

有用性については未知の部分が多い。 

今回は、2010年 12月に国立成育医療研究センターに開設された中間病床の 2011年 9月ま

での入院状況から、中間ケア病床における在宅医療移行の現状と問題点について検討した。

64名の人工呼吸が必要な患者が中間ケア病床に入院し、その転入元は、ICU 27名、外来 16

名、乳幼児病棟 14名、NICU 3名であった。64名中、4名が人工呼吸管理を継続したまま、

退院または転院となった。退院者は、在宅人工呼吸 2名、在宅 BiPAP1名（NICU出身者）、転

院は人工呼吸１名であった。NICU からの患者 3 名中、退院した 2 名は、転出後 6 か月後に

BiPAPと経管栄養で、転出後 3か月後に在宅酸素、特殊ミルク経管栄養で退院し、もう一名

は現在も入院中である。 

中間ケア病床の設置により、複数の医療行為を必要とする患者を NICU から転出させるこ

とはできたが、在宅移行のためには院外の支援体制を含めた整備が必要である。中間ケア病

床に転出した患者は複数の医療行為を必要であり、中間ケア病床の在宅医療への移行につい

ての有効性については今後も多角的な検証が必要であると考えられた。 

 

A．研究目的 

本研究班の、平成 23 年度目的として、乳幼

児を含む小児在宅医療の課題を明確にすると

ともにその解決策や good practice 事例を検

討することが挙げられている。今年度は、平成

22年度に創設された NICUに長期入院している
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小児の在宅への移行促進に関する事業-1 地域

療育支援施設運営事業で認めれれた中間施設

（地域療育支援施設）が、在宅移行促進にどの

様な関与をしているのかを、国立成育医療研究

センターに開設された中間病床に入退院とな

った患者のデータから検討した。 

  

B． 研究方法 

 2010年 12月から 2011年 9月までに国立成

育医療研究センター中間病床に入院した患者

の転入元、退院、転院、さらに同時期の NICU

からの転出者について診療録より後方視的に

検討した。 

 

C-1．研究結果 

１． 中間病床に入院した患者の検討 

 64 名の人工呼吸が必要な患者が中間ケア病

床に入院し、その転入元は、ICU 27 名、外来

16名、乳幼児病棟 14名、NICU 3名であった。

64名中、4名が人工呼吸管理を継続したまま、

退院または転院となった。退院者は、在宅人工

呼吸 2 名、在宅 BiPAP1 名（NICU 出身者）、転

院は人工呼吸１名であった。。 

 

２． NICUからの転出者についての検討 

同時期 NICUから 56名が他の病棟に転出し、

転出先別内訳は、産科新生児室 22名、PICU10

名（死亡 3名）、循環器病棟 9名、乳幼児病棟

6名、外科病棟 5名、中間ケア病床 4名であっ

た。産科新生児室に転出した患者は全て退院し

た。 中間病床に転出した４名のうち 1名が、

血液透析を目的とし、残る 3名が人工呼吸管理

が必要で、軟骨異形成（BiPAP と経管栄養）、

転出後退院まで 6か月、 多発奇形及び右先天

性横隔膜ヘルニア（在宅酸素、特殊ミルク経管

栄養）、転出後退院まで 3か月 、1名は人工呼

吸管理のため現在も入院中である。また、その

他の病床に転出した 30名中 6名が入院中で、

生存退院できた 21名中 4名（20％）も在宅酸

素療法や経管栄養などの在宅医療を必要とし

ていた。 

 

C-2．考察 

 超重症児などの、多くの医療機器や、看護、

介護を必要とする小児在宅医療移行の問題を、

患者家族が生活をする場所の点からの見た際

には、急性期からの治療を中心とした場所であ

る病院や施設内と、生活を中心とした家庭と地

域についての 2 つの大きな場所における在宅

支援を考える必要がある。病院においては、入

院患者の重症化、病態の複雑化による、長期入

院の原因の一つとして、NICUや ICU、一般病棟、

家庭との治療、看護、介護の落差を、 

医療者も、患者家族も受け入れることが困難な

点がある。この問題を解決する一つの方法とし

て、中間ケアー病床の開設と運用が開始されて

いるが、その在宅医療への移行についての有用

性については未知の部分が多い。 

 今回の検討で、NICU から産科新生児室以外

に転出した患者の 1/5が在宅へ移行したが、ほ

とんどが中間ケア病床以外からであり、在宅酸

素療法や経管栄養などの在宅医療は、成育医療

研究センターのような高度な集中治療を行う

病院から退院する患者では、通常に行われる医

療行為であることが明らかになった。 

 さらに、中間ケア病床に転出した患者は複数

の医療行為が必要であり、より多角的な在宅移

行システムの構築と、患者家族を含め様々な職

種への働きかけが 必要であると考えられた。

複雑な病態のために、多くの医療的介入の必要

な患者に対する中間ケア病床の在宅移行への

有効性については、今後も 1人 1人の患者にお

ける中間ケア病床内外の問題を整理して多角

的に検証する必要があると考えられた。 



平成 23年度成育疾患克服等次世代育成基盤研究 田村班 

 

 さらに、成育医療研究センターのような高度

な集中治療を行う病院では、中間ケア病床だけ

でなく、その他の在宅医療患者と病棟を支援す

るための在宅診療部門が必要と考えられた。  

 

C-3．結論 

 中間ケア病床の設置により、複数の医療行為

を必要とする患者をNICUから転出させること

はできたが、在宅移行のためには院外の支援体

制を含めた整備が必要である。中間ケア病床の

有効性については今後も多角的な検証が必要

であると考えられた。 
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